
 

 

５．考察 

１）不登校対応について 

 不登校児は「不安回避の欲求」によって学校を避けるが、この行為は「所属の欲求」も同時に失 

わせることに注意が必要である 10）。役職を越えた共通する意識として、無理強いする登校刺激は否 

定されていた。しかし、学校からの連絡やおたよりは不登校児にとって所属感を意識できる要素と 

なる。ICTや交換ノートを活用した交流が可能である。教室復帰に向けて、担任は、学級内の子ど 

もたちに休んでいる子の存在を感じられるような学級経営が必要である。 

２)「不登校支援パスシート」の活用について 

 校長のリーダーシップの下、支援体制を整えることが必要である 2）。「不登校支援パスシート」を 

活用し、対応した教職員が情報を記入し Google スプレッドシートで共有することで、管理職や生 

徒指導主事への報告や確認が容易になり、情報追加や質問も可能になると考える。不登校支援パス 

シートの作成が年度途中であったため、実際の活用ができなかった。今後、勤務校や他の学校にお 

ける汎用性も検討する必要性がある。活用の際には、学校の規模や教育資源を考慮して年度当初に 

提示され、共有管理していくことが必要である。記入の時間確保については、学校教育法施行令第 

20条の規定を全職員で周知していくことが大切である。 

３）保健室登校について 

担任からは「保健室登校をしたことによって、子どもが強くなった印象がある」「必要な時間だっ 

た」との意見があり、保健室登校が子どもにとって有意義であることが示された。保健室登校をし

ている子どもに対して、相性の良い子どもとの交流を意図的に促すことが望ましく、保健室は緊急

避難的な空間としてだけでなく、対人関係を築く能力を育成する教育的な場でもあるとされている

11）。「保健室登校」の受け入れを考慮した保健室経営計画を立案し、養護教諭が中心となって対応す

ることが重要である４）が、養護教諭が一人職であることや保健室利用者数の増加や不登校児童生徒

の増加２）を考慮すると「保健室」以外にも「養護教諭」以外が対応できる場や人が確保でき、選択

肢の一つとして「保健室登校」があることが理想的である。 

 

まとめ 

１ 学校には、学習のみならず、社会性を養う場としての役割があると考えられている。 

２ 不登校の原因が明確であれば解決することは重要であるが、まずは校内連携・家庭との連携を

していくことが必要である。 

３ 不登校支援パスシートを活用することにより、各役職・校務分掌による役割が可視化され、初

期対応が円滑になり、対応する教職員の不安軽減にもつながることが示唆される。 
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１．はじめに 

我が国のアレルギー疾患有病者数は増加が見られ，国民の約 2人に 1人が何らかのアレルギー疾

患を有していると言われている 1,2)。アレルギー疾患は，病気のメカニズムとしては共通な部分が多

く，いくつかのアレルギー疾患を合併している児童生徒も多い 3)。また，同じ疾患であっても個々

の児童生徒で症状が大きく異なり，疾患によって症状の変化がとても速いこともある 3)。学校にお

けるアレルギー疾患の対応は，「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン（以下，ガイ

ドライン）」に基づき対応することとされている 3,4)。しかし，学校生活におけるアレルギー疾患の

配慮・管理は多岐にわたり，症状が突然現れることもあるため，すべての教職員がアレルギー疾患

の特性を理解し，日常および緊急時にも対応できるよう整備する必要がある 3)。 

そこで，本研究では，教員を対象として行った調査から，学校でのアレルギー疾患に関する取り

組みおよび課題を明らかにし，アレルギー疾患への理解を深める手立てを検討することを目的とし

た。 

 

２－１．学校でのアレルギー疾患に関する取り組みについてのアンケート調査 

１） 研究方法 

2023年 2月～3月に I県内の公立学校に勤務する教員（管理職，学級担任，学級を担任していな

い教員（以下，担任外），養護教諭，栄養教諭）8,148名を対象に実施された質問紙調査「学校での

アレルギー疾患に関する取り組みについてのアンケート調査」の結果を使用した。回答を得た 5,078

名（回収率 62.3％）のうち不備のない 4,313名（有効回答率 84.9％）を分析対象とした。 

倫理的配慮として，依頼文書には，研究の目的，調査の内容，方法，調査への自由意思による参

加，匿名性の確保，結果の公表などを明記した。本調査は茨城大学教育学部研究倫理審査を受審し

承認を得た（承認番号 22P2000号）。 

統計学的解析では，割合の比較でχ2 検定により，有意水準は 5％未満とした。なお，分析には

SPSS Statistics ver.28を用いた。 

 

２） 結果と考察 

① 学校でのアレルギー対応の困難感 

アレルギー疾患を有する児童生徒に対応した経験をもつ教員は全体の 52.2%であった。対応経験

は職種によって有意な差が認められ（p<0.001），「養護教諭」が 97.1％，次いで「栄養教諭」が 90.5％，

「管理職」が 58.0％であった。 
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アレルギー疾患の対応経験がある教員のうち，対応時に困った経験がある者は 41.1％であり職種

間で有意な差が認められた（p<0.001）。「養護教諭」は 78.2％が困った経験をしており，次いで「栄

養教諭」が 71.1％，「管理職」が 47.4％，「担任外」が 35.3％，「学級担任」が 34.9％であった。 

その理由として，「自身のアレルギーに関する知識が低かったため」（49.0％），「保護者と十分な

連携ができなかったため」（21.0％）が挙げられた。一方，困らなかった理由としては「保護者と十

分な連携ができたため」（64.7％），「他教員と十分な連携ができたため」（62.7％）であった。 

アレルギー疾患を有する児童生徒への対応で不安に思っていることについては，「アレルギー疾

患の症状が出た際の対応」（68.7％），「アレルギー罹患児の情報把握」（28.1％），「自身のアレルギー

に関する知識」（27.7％）であった。 

以上の結果から，教員の知識不足や不十分な連携はアレルギー対応への困難感・不安感に繋がっ

ていると考えられる。 

② 教員がアレルギー疾患を学ぶ機会と内容 

教員がアレルギー疾患を学ぶ機会として，「勤務校」が 72.1％，「大学等」が 20.6％であった。ア

レルギー疾患を学ぶ機会と職種には有意な差が認められた（p<0.001）。大学等で学んだ割合が高い

のは「養護教諭」および「栄養教諭」であり，それぞれ 85.1％および 83.3％であった。その他の職

種は約 2割以下であり，大学等より勤務校で学んでいる割合が高かった。 

勤務校の研修会では，主に「アナフィラキシー」（91.5％）や「食物アレルギー」（87.9％）が扱わ

れており，その他の疾患が扱われた割合は約 1割以下であった。 

研修会で扱われた内容として，「エピペン（講義＋実習）」が 79.7％で最も多く，「AED を使用し

た心肺蘇生法」が 65.1％，「アレルギー疾患の基本的知識」が 62.8％であった。 

ガイドラインに関しては，「たびたび読んだ」が 6.5％，「少し読んだ」が 29.7％と回答があった。

読んだ経験と職種に有意な差が認められ（p<0.001），「養護教諭」および「栄養教諭」はそれぞれ 73.6％

および 66.7％が「たびたび読んだ」と回答し，一方，「担任外」「学級担任」は半数以上が「ほとん

ど読んだことはない」「全く読んだことがない」と回答した。 

従って，教員は主に勤務校において「アナフィラキシー」「食物アレルギー」について学び，知識

だけでなく実習や訓練を含む研修を行っているが，ガイドラインの内容を学んでいる割合には差が

あり周知が不十分であることが示唆された。 

③ 今後のアレルギー疾患に関する研修会で知りたいこと 

今後の研修会で知りたいことは，職種によって有意な差が認められた項目があった。「アレルギー

疾患の基本的知識」と回答したのは，「担任外」が 54.2％，「学級担任」が 51.9％，「管理職」が 48.4％

であった（p<0.001）。「緊急時の対応（講義＋訓練）」については，「養護教諭」が 61.5％，「管理職」

が 53.0％，「学級担任」が 48.0％，「担任外」が 47.2％であった（p<0.001）。「近年話題になっている

アレルゲン」は，「養護教諭」が 61.1％，「栄養教諭」が 57.1％であった（p<0.001）。 

すなわち，細かいニーズは職種によって異なるが，教員はアレルギー疾患に関する知識や緊急時

の対応の研修を求めていた。 

 

以上のことから，アレルギー疾患に関して勤務校で学ぶ機会を得る教員にとって研修会は重要で

あり，教員の誰もが迅速かつ正確な対応ができるよう，研修内容を見直しながら引き続き実施する
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以上のことから，アレルギー疾患に関して勤務校で学ぶ機会を得る教員にとって研修会は重要で

あり，教員の誰もが迅速かつ正確な対応ができるよう，研修内容を見直しながら引き続き実施する

必要がある。さらに，職種により学びのニーズが異なるため，各々が学べる手立ても必要である。

学校におけるアレルギー疾患の問題は，いじめ 5) や QOLをはじめとする精神健康状態 6) にも関わ

ることを慎重に受け止める必要があり，学校での対応が症状の改善に繋がった事例 7) もあることか

ら，アレルギー疾患に関する理解を深め，正しく対応する必要があると考えられる。 

 

２－２．課題解決のためのリーフレット「教職員向け 学校でのアレルギー疾患の理解促進および対

応のために」の作成 

２－１．の調査結果より，教員は「アレルギー疾患の知識」と「緊急時の対応」に課題があった。

学校におけるアレルギー疾患の対応は，ガイドラインに基づき対応することとされているが 3,4)，教

職員は様々な指導や管理に直面しており，ガイドラインをきちんと読み込む余裕がなく，十分に学

校で活用しきれていないことが指摘されている 4)。 

しかし，アレルギー疾患によって学校生活に困難を生じる児童生徒がいることがないよう教職員

はアレルギー疾患に関する正しい知識のもと対応を行う必要がある。 

そこで，古くから情報伝達の手段として活用されており，コンパクトで持ち運びがしやすい利点

があるリーフレット 8) を作成した。リーフレットは，B5サイズ両面刷りとした。表面はアレルギー

疾患の知識に関する内容で，ガイドライン 3) の情報を中心に短時間で学べる基本的知識を掲載した。

また，知りたい情報を検索しやすいようにポータルサイトを QRコードで紹介し，ニーズに合った

学びが提供できるようにした。裏面には緊急時に対応を確認できるチェックリストや記録欄を設け，

緊急時の対応の際に使用できる内容とした。作成したリーフレットを 25,000部印刷し，茨城県教育

委員会主催の令和 6年度養護教諭研修会（茨城県教育研修センター開催）に参加した養護教諭に配

付した。 

 

２－３．リーフレット「教職員向け 学校でのアレルギー疾患の理解促進および対応のために」につ

いてのアンケート調査 

１） 研究方法 

2024年 12月～2025年 1月に I県内の国公立学校に勤務する養護教諭 862名を対象に，２－２．

で作成し配付したリーフレット「教職員向け 学校でのアレルギー疾患の理解促進および対応のた

めに」の評価および改善点について，アンケート調査（Google社が提供するアンケート作成ツール，

Google forms）を実施した。その際，対象者に依頼文とともにリーフレットを 1部郵送した。回答を

得た 322名（回収率 37.4％）のうち不備のない 322名（有効回答率 100.0％）を分析対象とした。 

倫理的配慮として，研究の目的，調査の内容，方法，調査への自由意思による参加，匿名性の確

保，結果の公表などを明記した。 

 

２） 結果と考察 

調査対象の養護教諭からは，本リーフレットの「学校現場での実用性」，「アレルギー疾患に関す

る理解促進のための有効性」，「緊急時対応の有効性」について 9割以上が肯定的な回答をした。  

一方，「緊急時の対応のフローチャート」「救急隊員に伝える内容」の掲載や「文字の大きさ」「内

容の厳選」等の意見があった。 
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以上のことから，本リーフレットはアレルギー疾患の知識や緊急時の対応において有効な手立て

であると考えられる。 

 

３．結論 

本研究では I 県内の教員のアレルギー疾患に関する取り組みと課題を明らかにした。その課題解

決のためのリーフレット「教職員向け 学校でのアレルギー疾患の理解促進および対応のために」を

作成し，学校現場において実用的なものであると考えられた。しかし，学校現場では他の疾患や症

状への対応も求められているため，幅広い場面で使用できるリーフレットの開発が今後の課題であ

る。 
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